
 

            （単位：千円）

  科         目 金      額   科         目 金      額

流 動 資 産 3,161,366 流 動 負 債 2,078,041
現 金 及 び 預 金 20,349 買 掛 金 1,507,923
受 取 手 形 123,241 未 払 金 320,265
売 掛 金 1,266,436 未 払 法 人 税 等 62,917
商 品 633,134 未 払 費 用 131,514
貯 蔵 品 1,964 前 受 金 30
繰 延 税 金 資 産 52,120 預 り 金 42,997
短 期 貸 付 金 946,934 そ の 他 流 動 負 債 12,391
そ の 他 流 動 資 産 119,279
貸 倒 引 当 金 △ 2,095

固 定 資 産 5,731,167 固 定 負 債 105,936
  有 形 固 定 資 産 4,266,916 退 職 給 付 引 当 金 46,502

建 物 1,105,051 繰 延 税 金 負 債 59,434
構 築 物 276,671
機 械 装 置 1,099,482
導 管 627,742
貸 付 消 費 設 備 93,895 2,183,978
車 両 運 搬 具 70
工 具 器 具 備 品 130,436 株 主 資 本 6,530,970
土 地 913,630 資  本  金 300,000
建 設 仮 勘 定 19,934 利 益 剰 余 金 6,230,970

    利 益 準 備 金 75,000
  無 形 固 定 資 産 17,106     その他利益剰余金 6,155,970

借 地 権 9,274     　別途積立金 4,830,000
電 話 加 入 権 7,326       繰越利益剰余金 1,325,970
その他無形固定資産 505

  投資その他の資産 1,447,143 評価・換算差額等 177,585
投 資 有 価 証 券 570,435 その他有価証券評価差額金 177,585
関 係 会 社 株 式 703,916
関 係 会 社 出 資 金 4,926
長 期 貸 付 金 109,500
そ の 他 投 資 78,411
貸 倒 引 当 金 △ 20,045 6,708,555

8,892,533 8,892,533
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個 別 注 記 表 

 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
・時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 
・時価のないもの  移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ

の方法により算定） 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法の規定による定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物〔建

物附属設備を除く〕及び平成２８年４月１日以降取得の建物附属設備、構築物に

ついては定額法）を採用しております。 
（２）無形固定資産 

法人税法の規定による定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 
（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しておりま

す。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が、平成２０年３月３１日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 
（２）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都

合による期末要支給額を計上しております。 
 
４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
Ⅱ 当期純損益金額 

当期純利益の金額 ２５３，１９８千円 
 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 


